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【資料３ 上越地域法定合併協議会準備会関連資料】 

 

上越地域法定合併協議会準備会規約 

 （目的） 

第１条 本会は、上越市、安塚町、浦川原村、大島村、牧村、柿崎町、大潟町、頸城

村、吉川町、中郷村、板倉町、清里村、三和村、名立町（以下「構成市町村」とい

う。）が、法定合併協議会の設置の準備として、構成市町村の合併について必要な

事項を協議することを目的とする。 

 （名称）  

第２条 本会は、上越地域法定合併協議会準備会（以下「準備会」という。）と称す

る。 

 （協議事項） 

第３条 準備会は、次の事項について協議を行う。 

（１）合併の方式その他合併に関する基本的な事項 

（２）合併後の市（以下「新市」という。）のまちづくりの将来構想に関する事項 

（３）新市の行財政運営の基本方針に関する事項 

（４）新市の事務事業に関する事項 

（５）その他合併に関し必要な事項 

 （組織） 

第４条 準備会は、次に掲げる者をもって組織する。 

（１）構成市町村の長 

（２）構成市町村の助役又は収入役 

（３）構成市町村の議会の議長及び議会が当該議会ごとに２人ずつ選出する議員 

（４）構成市町村の住民及び関係団体の代表者 

（５）学識経験者その他の者で構成市町村の長が協議により必要と認めるもの 

２ 準備会を組織する者（以下「委員」という。）に対する謝礼、費用弁償等の支給

に関し必要な事項は、会長が定める。 

 （役員の設置等） 

第５条 準備会に次の役員を置く。 

（１）会長 

（２）副会長 ４人 

（３）監事 ２人 

２ 役員は、委員の互選により定める。 
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 （役員の職務） 

第６条 会長は、会務を総理し、準備会を代表する。 

２ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その

職務を代理する。この場合において、会長の職務を代理する順序は、あらかじめ会

長が定める。 

３ 監事は、準備会の会計を監査し、その結果を準備会に報告する。 

 （会議等） 

第７条 準備会の会議（以下「会議」という。）は、必要に応じて会長が招集し、会

長が議長となる。 

２ 委員の３分の１以上の者から会議に付議すべき事項を示して会議の招集の請求が

あったときは、会長は、会議を招集しなければならない。 

３ 会議は、委員の半数以上の出席がなければ開くことができない。 

４ 準備会は、協議に必要があると認めるときは、関係者の出席を求めて意見若しく

は説明を聴き、又は関係者に対して必要な資料の提出を求めることができる。 

 （幹事会及び専門部会） 

第８条 会議に諮る事項をあらかじめ協議し、及び調整するため、準備会に幹事会を

置く。 

２ 第３条各号に掲げる事項について専門的に協議し、及び調整するため、幹事会に

専門部会を置く。 

３ 幹事会及び専門部会の組織及び運営に関し必要な事項は、会長が定める。 

 （事務局） 

第９条 準備会に事務局を置く。 

２ 事務局に置く職員は、構成市町村の長が協議により定める。 

３ 前項に定めるもののほか、事務局に関し必要な事項は、会長が定める。 

 （経費の負担） 

第１０条 準備会の経費は、構成市町村の負担金その他の収入をもって充てる。 

 （会計年度及び財務） 

第１１条 準備会の会計年度は、普通地方公共団体の会計年度とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、準備会が解散した場合の会計年度は、解散の日に終わ

るものとする。この場合において、当該年度の会計決算は、会長の職にあった者が

行い、委員であった者に報告するものとする。 

 

 



 - 315 - 

 

 

３ 準備会の財務に関し必要な事項は、会長が定める。 

 （規約の変更） 

第１２条 この規約を変更するときは、会議に諮りその議決を得なければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、準備会への市町村の加盟に伴う規約の変更にあっては、

会長が専決することができる。この場合において、会長は、これを会議に報告しな

ければならない。 

 （その他） 

第１３条 この規約に定めるもののほか、準備会の運営に関し必要な事項は、会長が

会議に諮って定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規約は、平成１５年３月６日から施行する。 

 （会計年度の特例） 

２ この規約の施行の日（以下「施行日」という。）の属する会計年度は、第１１条

第１項の規定にかかわらず、施行日から平成１５年３月３１日までとする。 

   附 則 

 この規約は、平成１５年３月３１日から施行する。 

   附 則 

 この規約は、平成１５年４月１７日から施行する。 
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上越地域法定合併協議会準備会幹事会規程 

 （趣旨） 

第１条 この規程は、上越地域法定合併協議会準備会規約（以下「規約」という。）

第８条第３項の規定に基づき、上越地域法定合併協議会準備会幹事会（以下「幹事

会」という。）について必要な事項を定めるものとする。 

 （所掌事項） 

第２条 幹事会は、会長の指示を受け、規約第８条第１項の規定により上越地域法定

合併協議会準備会（以下「準備会」という。）の会議に諮る事項をあらかじめ協議

し、及び調整する。 

 （組織） 

第３条 幹事会は、幹事をもって組織する。 

２ 幹事は、規約第１条に規定する構成市町村の合併に関する事務を所掌する部長、

課長その他職員で当該構成市町村の長が指名するもの及び上越地域広域行政組合事

務局長をもって充てる。 

 （幹事長及び副幹事長） 

第４条 幹事会に幹事長及び副幹事長１人を置く。 

２ 幹事長及び副幹事長は、幹事の互選により定める。 

３ 副幹事長は、幹事長を補佐し、幹事長に事故があるとき又は幹事長が欠けたとき

は、その職務を代理する。 

 （会議） 

第５条 幹事会の会議は、必要に応じて幹事長が招集し、幹事長が議長となる。 

 （関係者の出席等） 

第６条 幹事会は、協議に必要があると認めるときは、関係者の出席を求めて意見若

しくは説明を聴き、又は関係者に対して必要な資料の提出を求めることができる。 

 （報告） 

第７条 幹事長は、幹事会の協議の経過及び結果について会長に報告するものとする。 

 （庶務） 

第８条 幹事会の庶務は、準備会の事務局において処理する。 

 （その他） 

第９条 この規程に定めるもののほか必要な事項は、会長が定める。 

   附 則 

 この規程は、平成１５年３月６日から施行する。 
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上越地域法定合併協議会準備会専門部会規程 

（趣旨） 

第１条 この規程は、上越地域法定合併協議会準備会規約（以下「規約」という。）

第８条第３項の規定に基づき、上越地域法定合併協議会準備会専門部会（以下「専

門部会」という。）について必要な事項を定めるものとする。 

 （所掌事項） 

第２条 専門部会は、上越地域法定合併協議会準備会幹事会の幹事長（以下「幹事

長」という。）の指示を受け、規約第８条第２項の規定により規約第３条各号に掲

げる事項について専門的に協議し、及び調整する。 

 （組織） 

第３条 専門部会は、専門部会員をもって組織する。 

２ 専門部会員は、規約第１条に規定する構成市町村の専門部会に係る事務を所掌す

る課長で当該構成市町村の長が指名するものをもって充てる。 

 （専門部会長及び副専門部会長） 

第４条 専門部会に専門部会長及び副専門部会長１人を置く。 

２ 専門部会長及び副専門部会長は、専門部会員の互選により定める。 

３ 副専門部会長は、専門部会長を補佐し、専門部会長に事故があるとき又は専門部

会長が欠けたときは、その職務を代理する。 

 （会議） 

第５条 会議は、専門部会長が招集し、専門部会長が議長となる。 

２ 専門部会は、必要に応じて関係する他の専門部会と合同の会議を開催することが

できる。 

 （関係者の出席等） 

第６条 専門部会は、協議に必要があると認めるときは、関係者の出席を求めて意見

若しくは説明を聴き、又は関係者に対して必要な資料の提出を求めることができる。 

 （分科会） 

第７条 専門部会に必要に応じて分科会を置くことができる。 

 （報告） 

第８条 専門部会長は、専門部会の協議の経過及び結果について随時幹事長に報告す

るものとする。 

 （庶務） 
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第９条 専門部会の庶務は、上越地域法定合併協議会準備会の事務局において処理す

る。 

 （その他） 

第１０条 この規程に定めるもののほか必要な事項は、会長が定める。 

   附 則 

 この規程は、平成１５年３月６日から施行する。 
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平成 15年３月31日 
 

上越地域法定合併協議会準備会 

 

住民生活に密接に関連する 
 

事務事業の調整方針（案） 
 

２３８項目 



- 320 - 

 
 

「住民生活に密接に関連する事務事業の調整方針（案）」について 
 
 この資料は、上越地域法定合併協議会準備会の構成市町村が実施している事務事業

のうち、とりわけ住民生活に密接に関連する事務事業を 238 項目に整理した上で、そ

れぞれの調整方針をお示しするものです。 

今後、さらに個別の事務事業について調整を行うこととしますが、今回の調整方針

は、その際の基本的な方向性を示すものでもあります。 

調整に当たっては、新市としての一体性や公平性の確保を基本としつつ、厳しい財

政状況の中にあって効率的な行財政運営を行うとともに、将来にわたり安定した行政

サービスを提供していくことができるよう、以下に掲げる３つの視点に基づいて判断

しています。 

また、住民生活への影響に配慮し、可能な限り激変緩和措置（一定の期間、旧市町

村の制度を個別に運用する制度）を取り入れました。 

なお、激変緩和措置については、合併特例法の規定により不均一課税が認められて

いる５年以内を期限としていますが、今後協議を進める中で、期限を始めとする具体

的な内容について調整していくこととなります。 

 

判 断 の 視 点 

 ○ 財   政 

   新市としての財政規模を勘案し、現実的に実行可能か、財政に与える影響は

どうか。 

 ○ 受益と負担 

   新市の行政サービスの原則である受益と負担の関係に合致しているか。 

 ○ 公 平 性 

   地域限定で実施した場合、合併後は同じ市民であるという観点から、他の地

域の市民との不公平が生じないか。 
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